
令和６年度君津市合併処理浄化槽補助金制度について 

 

市では新築家屋やくみ取り便槽の家屋に合併処理浄化槽を設置する場合、又は一般住宅等で単独

処理浄化槽を合併処理浄化槽に改造する場合、設置者に対して補助金を交付します。 

 

〈対 象 者〉 市内において５０人槽以下の合併処理浄化槽を設置する者。ただし、販売の目的（賃貸 

借も含む）で合併処理浄化槽付き住宅を建築する者を除きます。 

 

〈対象地域〉 次の区域を除く市内全域とします。 

① 下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）第４条第 1 項の規定により策定された事業計画に定められた

予定処理区域 

② 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）第７条第１項の規定により定められた区域内の工業専用

区域 

③ コミニティ・プラント処理区域 

④ 農業集落排水事業計画区域 

 

〈交付条件〉  

① 君津地域振興事務所に設置の届出をして審査期間を経過した者又は建築確認申請をして審査

を済ませた者。 

② 住宅を借りている者は、賃貸人の承諾を得ていること。 

③ 市で定める申請に必要な添付書類をそろえること。 

④ 工事着工前に申請すること。 

 

〈補助限度額〉 浄化槽設置に係る補助 

設置区分 合併処理浄化槽の種別 人槽 補助限度額（円） 

新規に設置する

場合（建替え含む） 
合併処理浄化槽Ⅱ（N10 型）   5～50 人槽 ４４４,０００円 

く み取り便槽又

は単 独 処 理 浄 化

槽から転換する場

合 

合併処理浄化槽Ⅰ（N20 型） 

5 人槽 ３６０,０００円 

6～7 人槽 ４６２,０００円 

8～50 人槽 ５８５,０００円 

合併処理浄化槽Ⅱ（N10 型） 

5 人槽 ４７４,０００円 

6～7 人槽 ５７０,０００円 

8～50 人槽 ７２３,０００円 

※ くみ取り便槽を合併処理浄化槽に転換するときは、上の表の補助金の額に撤去費（建築物の構

造上支障があるときの一部撤去を含む。）６０，０００円、配管費１００，０００円を限度として加算す

るものとする。 

※ 単独処理浄化槽を合併処理浄化槽に転換するときは、上の表の補助金の額に撤去費（完全撤

去の場合のみ）１２０，０００円、配管費１５０，０００円を限度として加算するものとする。 

※ 合併処理浄化槽Ⅰ  放流水の総窒素濃度が２０mg／ℓ 以下の浄化槽 

合併処理浄化槽Ⅱ  放流水の BOD が１０mg／ℓ 以下で、 

総窒素濃度１０mg／ℓ 以下又は総りん濃度１mg／ℓ 以下の浄化槽 

 

  問合せ先               

君津市久保２－１３－１       

君津市経済環境部環境衛生課 

TEL ０４３９－５６－１２２１     



○　 補助金の交付を受けるための手続は、 次のと おり です。
＊手続に不備や違反があり ますと 、 補助金の交付を受けら れませんので注意し てく ださ い。

市から設置者へ ※県費・国費の内示後

・工事完了後１ヶ月以内
（ただし、3月15日締切）

　　　市から設置者へ

＊指定された銀行口座へ
　振込みします。

合併処理浄化槽
設置者

君津地域振興事務所 へ
浄化槽設置届を提出

市・環境衛生課
へ交付申請

既設単独処理浄化槽
現場確認調査

交付決定通知

工事着工

中間検査

補助金交付

工事完了

市・環境衛生課
へ請求書提出

補助金額確定通知

完了検査

市・環境衛生課へ
実績報告書提出

建築確認申請を提出



 

各申請書添付書類について 

 

＜日  付  等＞ 添付する書類に日付等の記入がさ れているかを ご確認く ださ い。  

           ※申請書には、 受付日を記入 

            

＜契約書及び見積書＞ 必要箇所に記入漏れがないかご確認く ださ い。  

            

請負契約書－ 日付 

                  住所・ 氏名 

                  金額 

                  発注者及び請負者の印 

                  印紙 

            

見 積 書－ 日付 

                  住所・ 氏名 

                  金額（ Ｐ Ｃ 版施行の場合は、 Ｐ Ｃ 版施行の料金）  

 

           ※１  基本的には、 市提示の様式を ご使用く ださ い。  

              見積内容が提示様式と 同じ であれば、 別様式でも 可。  

           ※２  転換にかかる 費用の見積書については、 浄化槽設置費用の

見積書に表示でき れば、 １ 枚でも 可。  

 

＜市税の滞納がないこ と を証する書類＞君津市合併処理浄化槽設置事業補助金交付申請用の証明願（ 手数

料： ３ ０ ０ 円） に必要事項を 記入のう え君津市役所 1 階 納税課（ ３

番窓口） で証明を 受けてく ださ い。 なお、 証明日から 1 ヶ 月以内の

も のを 添付し てく ださ い。  

本人以外の方が証明願を提出する 場合は委任状（ 別紙 4） 及び窓口で

の本人確認が必要と なり ます。  

また、 納付後 2 週間以内に証明願によ り 証明を 受ける場合は、 領収

書等の納付確認でき る 書類が必要と なる場合があり ます。  

             

※市税の納税についてのご質問 納税課 ℡0439-56-1164 

 

          

 



申請者　     　　　　　　　　　　　　　　　　　 電話　　　　　　　　　　　　 

設置場所       　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　      人槽　　　　　　合併処理浄化槽　Ⅰ型・Ⅱ型 新設・転換（単独・汲取）

工事業者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 電話　　　　　　　　　　　　 

申請時の提出書類
補助金

交付申請
実績

報告書
1 補助金交付申請書（第１号様式） ○
2 建築確認済証の写しまたは審査期間を経過した浄化槽設置届出書の写し ○
3 浄化槽概要書の写し又は浄化槽調書の写し ○

4
浄化槽の設置場所の案内図及び放流経路図面
放流先なしの場合は、処理装置の書類

○

5 建物の間取り及び排水経路を含んだ浄化槽配置図 ○
6 浄化槽構造図 ○
7 工事請負契約書（別紙１）の写し ○
8 見積書の写し（別紙２） ○
9 くみ取転換補助に係る場合は撤去費用の見積書 くみ取転換

10
単独転換補助に係る場合は撤去費用（完全撤去の場合のみ）及び配管費
用の見積書

単独転換

11 全浄協登録証の写し　※１１人槽以上は不要 ○
12 登録浄化槽管理票（Ｃ票）　※１１人槽以上は不要 ○
13 機能保証登録証　※１１人槽以上は不要 ○
14 浄化槽評定書の写し ○
15 既設くみ取り便所又は既設単独処理浄化槽の写真及び位置図 転換

16
転換計画書（第２号様式　転換補助の場合）　※単独浄化槽のみ、完全撤
去の場合のみ費用の概算を記入

単独転換

17 現場監督者の浄化槽設備士免状の写し ○

18
現場監督者の合併処理浄化槽施工技術特別講習会修了書の写し（昭和６
３年以降に浄化槽設備士免状を取得した者は除く）

○

19
君津市の市税納税証明書（君津市合併処理浄化槽設置補助金交付申請
用）

○

20 賃貸人の承諾書（住宅等を借りているもの） ○
21 共有物件の場合は、委任状 ○
22 ＰＣ板使用承認願い・認証書・設計図 ＰＣ板
23 実績報告書（第５号様式） ○

24
浄化槽法第11条第1項の水質に関する検査に係る一般財団法人千葉県
環境財団の千葉県浄化槽一括契約制度要綱に基づく一括契約書の写し
（保守点検業者及び清掃業者との契約書）

○

25 浄化槽法第７条検査申込書及び請求書兼領収書の写し ○
26 浄化槽法第１０条に関する誓約書 ○

27
浄化槽の保守点検を浄化槽管理者が自ら実施する場合は、千葉県浄化
槽検査センターとの浄化槽法定検査受検契約書の写し

管理者自ら
保守点検

28 浄化槽施工に係る写真 ○
29 浄化槽施工結果報告書（別紙３） ○
30 転換作業工程の分かる写真（転換補助に係るもの） 転換
31 転換結果報告書（第６号様式　転換補助に係るもの）※単独浄化槽のみ 単独転換

32
マニフェスト（産業廃棄物管理票）E票の写し※転換申請で、単独浄化槽ま
たは汲み取り便槽を撤去した場合（一部撤去を含む）

転換

33 施工業者の請求書及び領収書の写し ○
34 補助金交付請求書（第８号様式） ○

35
設置場所に住むことがわかる住民票の写し（申請時に設置場所に住民票
がある場合を除く）

○

合併処理浄化槽設置事業補助金提出書類確認票

※マニフェストE票の提出が、処理業者との契約方法等により、浄化槽施工完了から大幅に遅れる見込みの場
合は、環境衛生課にご相談ください



 

 

別記第1号様式( 第6条)  

君津市合併処理浄化槽設置事業補助金交付申請書 

年  月  日 

  君津市長     様 

住 所          

申請者 氏 名          

電話番号          

 

     年度君津市合併処理浄化槽設置事業補助金の交付を 受けたいので、 君津市補助

金等交付規則第3条の規定により 、 次のと おり 申請し ます。  

設置場所 
  

申請区分 

1 合併処理浄化槽等設置 

2 く み取転換に係る 合併処理浄化槽設置 

3 単独転換に係る合併処理浄化槽設置 

合併処理浄化槽の種別 Ⅰ・ Ⅱ 人槽区分 人槽 

交付を 受けよ う と する 補助金の額 円 

補助事業の予定工期 
着工予定年月日   年  月  日 

完了予定年月日   年  月  日 

住宅等所有者 
1 本人 2 共有(   人)  

3 その他(      )  

添付書類 

1 建築確認済証の写し 又は審査期間を 経過し た浄化槽設置届出書の写し  

2 合併処理浄化槽概要書の写し 又は浄化槽調書の写し  

3 合併処理浄化槽等の設置場所の案内図及び放流経路 

4 建築物の間取り 及び排水経路を 含んだ合併処理浄化槽等の配置図 

5 合併処理浄化槽等の構造図 

6 合併処理浄化槽等の設置に係る 工事請負契約書の写し  

7 合併処理浄化槽等の設置に係る 見積書の写し  

8 く み取転換に係る 申請にあっ ては、 既設のく み取便所の撤去（ 建築物の構造上支障が

あると き の一部撤去を 含む。） に要する 費用が分かる 見積書 

9 単独転換に係る 申請にあっ ては、 既設の単独処理浄化槽の撤去に要する 費用が分かる

見積書及び合併処理浄化槽の宅内配管工事に要する 費用が分かる見積書 

10 合併処理浄化槽等が国庫補助指針に適合する 機能を 有する こ と を 証する登録証の写

し 及び登録浄化槽管理票 

11 小型合併処理浄化槽機能保証制度に基づいて登録さ れたも のである こ と を 証する 保

証登録証 

12 浄化槽評定書の写し  

13 く み取転換に係る 申請にあっ ては、 写真及び位置図 

14 単独転換に係る申請にあっ ては、 既設単独処理浄化槽の転換計画書、 写真及び位置図 

15 現場監督者の浄化槽設備士免状の写し  

16 現場監督者の小規模合併処理浄化槽施工技術者特別講習会修了証書の写し  

17 市税の滞納がないこ と を 証する 書類 

18 その他市長が必要と 認める書類 

注 こ の様式の合併処理浄化槽の種別の欄中「 Ⅰ・ Ⅱ」 と ある のは、 第2条第1号ウ( ア) に該

当する合併処理浄化槽を Ⅰと 、 同号ウ( イ ) に該当する合併処理浄化槽を Ⅱと いう 。  



【別紙２】

設置者住所 設置者氏名

工事業者住所 工事業者名

数　 　 量 単　 　 価 小計金額 合計金額 備考

形　 　 式

人　 　 槽 人槽

１ 　 　 　 式

㎥

㎥

㎥

機　 械 ㎥

人　 力 ㎥

普通土 ㎥

粘　 土 ㎥

１ 　 　 　 式

型枠工事 ㎥

　 基礎栗石工事 ㎥

ｔ

ｔ

捨コ ンク リ ート 工事 ㎥

１ 　 　 　 式

　 据付工事 人工

㎥

㎥

　 型枠工事 ㎥

ｔ

ｔ

　 コ ンク リ ート 工事 ㎥

１ 　 　 　 式

配　 管　 材　 料 ｍ

（ 継手、 接合材共） ｍ

１ ｍ当り ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

配管工事費 ｍ

（ Ｖ Ｐ ， Ｖ Ｕ 共） ｍ

１ ｍ当り ｍ

根切埋戻し 工事 根切り ㎥

総延長（ ｍ） × 埋戻し ㎥

掘削幅（ 0. 5） × 根切り ㎥

平均埋設深さ （ Ｈ ） 埋戻し ㎥

升　 　 工　 　 事

コ ンク リ ート 蓋

レジコ ン蓋

１ 　 　 　 式

１ 　 　 　 式

１ 　 　 　 式

１ 　 　 　 式

１ 　 　 　 式

１ 　 　 　 式

１ 　 　 　 式

１ 　 　 　 式

１ 　 　 　 式

１ 　 　 　 式

⑦諸　 　 経　 　 費 ％

⑧消　 　 費　 　 税 ％

　 総　 　 合　 　 計

様

印

名　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 称

①合併処理浄化槽 基

②土　 　 工　 　 事

水盛やり 方

根切り
機　 　 　 　 械

人　 　 　 　 力

残土処分

場内敷均し

場外事由処分

③基礎工事

（ 材　 工　 共）

（ 材　 工　 共）

　 鉄筋工事
材　 料　 費

工　 　 　 費

（ 材　 工　 共）

④据付工事

（ 人　 　 　 工）

　 埋戻し 工事
機　 　 　 械

人　 　 　 力

（ 材　 工　 共）

　 鉄筋工事
材　 料　 費

工　 　 　 費

（ スラ ブ・ 材工共）

⑤配管工事

Ｖ Ｐ 　 ７ ５ ￠

Ｖ Ｐ １ ０ ０ ￠

Ｖ Ｐ １ ２ ５ ￠

Ｖ Ｕ 　 ７ ５ ￠

Ｖ Ｕ １ ０ ０ ￠

Ｖ Ｕ １ ２ ５ ￠

　 　 　 ７ ５ ￠

　 　 １ ０ ０ ￠

　 　 １ ２ ５ ￠

機　 　 　 械

人　 　 　 力

汚水コ ンク リ ート 升（ 材工共）

個

300口×300Ｈ ～600Ｈ 迄
個

汚水コ 樹脂升(材工共)

300口×300Ｈ ～600Ｈ 迄
個

汚水コ ンク リ ート 升（ 材工共）

360口×600Ｈ ～900Ｈ 迄

汚水樹脂升（ 材工共）

350口×600Ｈ ～900Ｈ 迄
個

360口×600Ｈ ～900Ｈ 迄
個

雑排水コ ンク リ ート 升（ 材工共）

300口×300Ｈ ～600Ｈ 迄
個

ト ラ ッ プ樹脂升（ 材工共）

300口×300Ｈ ～600Ｈ 迄
個

雑排水コ ンク リ ート 升（ 材工共）

山留工事

浄化槽側壁工事

流入・ 放流ポンプ槽工事

耐荷重工事

①～⑥の合計

試運転調整費

ト ラ ッ プ樹脂升（ 材工共）

350口×600Ｈ ～900Ｈ 迄
個

①～⑧の合計

合併処理浄化槽設置工事見積書

年　 　 　 月　 　 　 日　 　

⑥そ　 　 の　 　 他

水替工事（ ウェ ルポイ ント 工事共）

はつり 補修工事

電気工事

転換工事

見積項目以外工事



【 別紙１ 】  

合併処理浄化槽設置工事請負契約書 

 

第１ 条 発注者         （ 以下「 甲」 と いう 。） 及び浄化槽工事業者         （ 以

下「 乙」 と いう 。） は、 君津市合併処理浄化槽設置事業 補助金の交付を 受けて甲が行う 合併処理浄化

槽の設置工事に関し 、 対等な立場でこ の契約を 締結し 、 信義を 守り 誠実にこ れを 履行する 。  

第２ 条 こ の契約は、 次に掲げる工事に適用さ れる。  

工事場所 君津市 

工事期間     年  月  日 ～   年  月  日 

設置する 浄化槽  浄化槽法（ 昭和 58 年法律第 43 号） 第４ 条第１ 項の規定による 構造基準

に適合し 、 かつ、 生物化学的酸素要求量（ 以下「 Ｂ Ｏ Ｄ 」 と いう 。） 除去

率 90％以上、 放流水のＢ Ｏ Ｄ が 20mg/ℓ（ 日間平均値） 以下の機能を 有す

る と こ ろ の別添する図面及び仕様書に係わる合併処理浄化槽 

工事の請負代金及び支払方法 

金額           円（ 内消費税      円）  

支払方法  １ ． 現金   ２ ． その他（        ）  

第３ 条 乙は、 こ の契約と 添付の図面及び仕様書に基づき 、 前条の期間内に工事を 完成し て契約の目的

物を 甲に引き 渡すも のと し 、 甲は、 引き 渡し と 引き 換えにその請負代金全額の支払を 完了する。  

第４ 条 乙は、 こ の契約に係る 工事を 浄化槽法第 29 条第３ 項に従い浄化槽設備士         に

実地に監督さ せ、 又は、 自ら 浄化槽設備士の資格を 有し て、 工事を 実地に監督し なければなら ない。  

第５ 条 甲及び乙は、 こ の契約によっ て生じ る 権利又は義務を 、 第三者に譲渡又は承継さ せてはなら な

い。 ただし 、 相手方の承諾を 得た場合はこ の限り ではない。  

第６ 条 乙は、 こ の契約の履行について、 工事の全部または大部分を 一括し て第三者に委任し 又は請負

わせてはなら ない。 ただし 、 予め甲の書面によ る 承諾を得た場合はこ の限り ではない。  

第７ 条 乙は、 浄化槽法第４ 条第３ 項の規定による 浄化槽工事の技術上の基準及び君津市が定める 工事

の基準に従っ て工事を 行わなければなら ない。  

第８ 条 甲は、 やむを 得ない場合には、 工事内容を 変更し 、 又は工事着手を 延期し 、 若し く は工事を 一

時中止する こ と を 求めるこ と ができ る。 こ の場合において、 請負代金又は工期を 変更する 必要がある

と き は、 甲乙協議し て定める も のと する。  

２  本条によ る変更、 延期、 又は中止によ る損害は、 乙の責に帰すべき 場合を 除き 甲が負担する 。  

第９ 条 乙は、 乙の責に帰する こ と ができ ない事由により 工期内に工事完了するこ と ができ ないと き は、

甲に対し て、 遅滞なく 、 その事由を 明示し て工期の延長を求める こ と ができ る 。 こ の場合、 その延長

日数は、 甲乙協議し て定める 。  

第 10 条 工事の完成引き 渡し までに工事目的物その他工事施行について生じ た損害は、乙の負担と する。 

第 11 条 乙は、 工事のため第三者に損害を 及ぼし たと き は、 その賠償の責を 負う 。 ただし 、 甲の責に帰

すべき 事由による 場合は、 甲がその責を 負う も のと する。  

第 12 条 乙は、 君津市が定める君津市合併処理浄化槽設置事業補助金交付要綱に基づき 、 所定の期間内

に所定の書類及び写真を 甲に提出し なければなら ない。  

第 13 条 甲は、 工事が本契約の規定又は第７ 条に定める 基準に適合し ないと 認めると き は、 乙に対し 、

相当の期間を 定めてその瑕疵の補修を 請求する こ と ができ る。  

２  甲は、 浄化槽法第７ 条の規定によ り 、 水質に関する 検査を 受け、 その検査の結果、 浄化槽の工事に

ついて改善の指摘を 受けた場合は、 乙に対し 、 相当の期間を 定めてその瑕疵の補修を 請求し 又は補修

に代わる 損害賠償を 請求する こ と ができ る 。  



３  前項に定める 請求は、 浄化槽の工事についての改善の指摘が甲の責に帰すべき 事由に基づく も ので

ある場合には、 するこ と ができ ない。  

第 14 条 瑕疵の補修又は、 損害賠償請求権の行使は、 引き 渡し 後５ 年以内に行わなければなら ない。  

第 15 条 次の各号に該当する と き は、 甲又は乙は、 催告その他何等の手続き を 要せずこ の契約を 解除す

るこ と ができ る。  

 ( 1) 第 1 条に基づく 君津市合併処理浄化槽設置事業補助金が交付さ れないこ と と なっ たと き 。  

 ( 2) 工事用地につき 、 工事施行が著し く 困難と 判断さ れる瑕疵が発見さ れたと き 。  

２  前項によ り こ の契約が解除さ れた場合、 乙はこ の契約の履行のために乙において要し た費用及び乙

において甲のために既に支出し た立替金を 甲に請求するこ と ができ る。  

第 16 条 甲は、乙が工事を 完成するまでには、乙の損害を賠償し て、こ の契約を 解除する こ と ができ る 。  

２  甲は、 乙の契約違反により こ の契約の目的を 達する こ と ができ なく なっ たと 認めると き は、 催告そ

の他何等の手段を 要せず、 こ の契約を解除する こ と ができ る 。 こ の場合、 甲は、 甲の被っ た損害の賠

償を 乙に請求する こ と ができ る。  

第 17 条 次の各号の一に該当する と き は、 乙は、 催告その他何等の手続き を 要せず、 こ の契約を 解除す

るこ と ができ る。  

 ( 1) 第 8 条に基づき 、 工事が一時中止さ れ又はこ の責に帰すべき 事由により 着工期日が延期さ れた場合

に、 工事の一時中止又は着工期日の延期の状態が１ ０ 日以上継続し たと き 。  

 ( 2) 甲が請負代金を 所定の期日に支払わなかっ たと き 又は請負代金の支払能力を 欠く こ と が明ら かに

なっ たと き 。  

 ( 3) 甲がこ の契約に違反し 、 その結果、 こ の契約を 履行でき なく なっ たと 、 乙が認めたと き 。  

２  前項によ っ てこ の契約が解除さ れた場合は、 甲は、 乙の損害を 賠償するも のと する。  

第 18 条 乙の責に帰すべき 事由によ り 、 表記引き 渡し 期日（ 工期が変更さ れた場合は、 変更後の工期に

基づいて定めら れる引き 渡し 期日） までに工事の目的物を引き 渡すこ と ができ ない場合は、 甲は遅滞

日数 1 日につき 請負代金総額の  分の１ の違約金を 請求する こ と ができ る 。  

２  甲がこ の契約に基づいて、 乙に支払う べき 金額を 所定の期日までに支払わないと き は、 甲は当該金

額につき 、 支払期日の翌日から 支払完了の日まで日歩  銭の割合によ り 遅滞損害金を乙に支払う も

のと する 。  

第 19 条 こ の契約に定めのない事項又は、 こ の契約の各条項の解釈について疑義が生じ たと き は、 甲乙

協議のう え処理する。  

 

 以上契約締結の証と し て本書２ 通を 作成し 、 当事者記名押印の上各自１ 通を 保有する。  

 

 

  年  月  日 

 

甲 注文者 住所 

      氏名            ㊞ 

 

乙 請負者 住所 

      氏名            ㊞ 

 

浄化槽工事業登録番号 

     又は届出番号 



 

 

 

第2号様式( 第6条)  

 

既設単独処理浄化槽の転換計画書 

 

年  月  日 

 

  君津市長     様 

 

住 所          

申請者 氏 名          

電話番号          

 

 単独処理浄化槽から 合併処理浄化槽等に転換する ので、次のと おり 計画書を 提出し ます。 

 

既設単独処理浄化槽 設 置 場 所 
  

製 造 業 者 
  

形 式 認 定 番 号 
  

人 槽 
  

処 理 方 法 
  

処 理 能 力 
  

転 換 計 画 
設 置 す る 浄 化 槽

の種類 

1 合併処理浄化槽Ⅰ 

2 合併処理浄化槽Ⅱ 

単 独 処 理 浄 化 槽

の処理方法 

1 撤去 

2 一部撤去 

転 換 に 係 る 費 用

の概算（ 一部撤去

に 要 す る 費 用 を

除く 。）  

円 

備 考   

注 こ の様式の設置する浄化槽の種類の欄中「 合併処理浄化槽Ⅰ」 と あるのは、 第2条第1
号ウ( ア) に該当する合併処理浄化槽を 、「 合併処理浄化槽Ⅱ」 と ある のは、 同号ウ( イ )
に該当する合併処理浄化槽を いう 。  



第３ 号様式（ 第８ 条第１ 項）  

 

       君津市合併処理浄化槽設置事業変更等承認申請書 

 

                              年  月  日 

 

 君津市長         様 

 

                     住  所 

                 申請者 氏  名             

                     電話番号 

 

 

    年  月  日付け君津市指令第  号で補助金交付決定を 受けた合併処理

浄化槽設置事業補助金について、申請内容を 次のと おり 変更等し たいので、 承認願いま

す。  

 

１  補助金申請内容の変更 

 

２  補助事業の中止 

 

（ 理 由）  



   

第5号様式( 第9条)  

君津市合併処理浄化槽設置事業実績報告書 

 

年  月  日 

 

  君津市長     様 

 

住 所          

申請者 氏 名          

電話番号          

 

   年  月  日付け君津市指令第  号を も っ て補助金交付決定のあっ た合併処理

浄化槽設置事業を 完了し たので、君津市補助金等交付規則第12条の規定により 、次のと おり

報告し ます。  

補 助 金 交 付 決 定 額 
円 

補助事業の経費精算額 
円 

補 助 事 業 の 工 期 

着工年月日     年  月  日 

 

完了年月日     年  月  日 

添付書類 

1 浄化槽保守点検業者及び浄化槽清掃業者と の業務委託契約書の写し ( 補助対象者が自

ら 当該浄化槽の保守点検を 行う 場合にあっ ては、 当該補助対象者が行う こ と ができ るこ

と を 証明する 書類)  

2 浄化槽法第7条第1項の水質に関する 検査の費用を 納付し たこ と を 証する書面 

3 浄化槽法第10条を 遵守する こ と を 誓約する 書面 

4 浄化槽の保守点検を 委託によ り 実施する 場合は、 浄化槽保守点検業者が浄化槽法第11

条第1項の水質に関する検査( 以下こ の項において「 11条検査」 と いう 。 ) の受検手続を 行

う こ と を 証する書面。 ただし 、 やむを 得ない事情によ り 当該書面を 提出するこ と ができ

ない場合又は浄化槽の保守点検を 浄化槽管理者が自ら 実施する 場合にあっ ては、 11条検

査の受検を契約し たこ と を 証する書面と する。  

5 合併処理浄化槽等の施工に係る 写真 

6 浄化槽施工結果報告書 

7 転換作業工程の分かる写真 

8 単独転換に係る 申請にあっ ては、 既設単独処理浄化槽の転換結果報告書 

9 合併処理浄化槽等の設置に要し た費用の請求書及び領収書の写し  

10 その他市長が必要と 認める書類 

 



浄化槽の保守点検、 清掃に関する誓約書 

 

                               年  月  日 

 

 

 君津市長         様 

 

 

 私は、 貴市から 補助を受けた合併処理浄化槽について、 浄化槽法を遵守し 下記の事項

を適正に実施するこ と を誓約し ます。  

 

                  記 

 

    １  浄化槽法第１ ０ 条に規定する保守点検の実施 

    ２  浄化槽法第１ ０ 条に規定する清掃の実施 

    ３  浄化槽設置完了後１ 年以内に使用を開始する 

 

 住 所                       

 

 氏 名                    印    

 

（ 注  本人の直筆と する）  

 

 

 

 



【 別紙３ 】  

浄 化 槽 施 工 結 果 報 告 書 

 

設置者の住所・ 氏名 住  所 

 

   氏  名 

 

   電話番号 

 

設 置 場 所 

 

施 設 の 名 称 

 

建 築 物 の 用 途    処理対象人員（ 人槽）  人（  人）  

 

浄化槽協会登録番号 （ 単・ 合）  第   号 

 

浄化 槽製造 業 者 名 

 

 

 別表のと おり 適正に施工し 確認し たこ と を 報告し ます。  

 

 

  年  月  日 

 

 

浄 化 槽 工 事 業 者 住  所 

 

氏  名                        印 

 

電  話 

 

登録番号 登録・ 届      知事 第      号 

 

 

  担当浄化槽設備士 氏  名                        印 

 

     交付番号              第      号 



【 別 表】  

検査項目 チェ ッ ク ポイ ント  欄 検査項目 チェ ッ ク ポイ ント  欄 

1. 流入管渠及び放

流管渠の勾配 

汚物や汚水の停滞がな

いか 

 12. 消毒設備の変

形、 破損、 固定

の状況 

消毒設備に 変形や破損

はないか 

 

2. 放流先の状況 放流口と 放流水路の水

位差が適切に保たれ、 逆

流のおそれはないか 

 し っ かり 固定さ れて い

るか 

 

薬剤筒は傾い て い な い

か 

 

3. 誤接合等の有無 生活排水が全て 接続さ

れている か 

 

13. ポンプ設備（ 流

入ポン プ 及び放

流ポン プ ） の設

置、 稼働状況 

ポ ン プ 升に 変形や破損

はないか 

 

雨水や工場廃水等が流

入し ていないか 

 

ポ ン プ 升に 漏水のおそ

れはないか 

 

4. 升の位置及び 

種類 

起点、 屈曲点、 合流点及

び一定間隔ごと に 

適切な 升が設置さ れて

いるか 

 

ポ ン プ が２ 台以上設置

さ れているか 

 

計画ど お り の能力のポ

ン プ が設置さ れて いる

か 

 

5. 流入管渠、 放流管

渠及び空気配管の

変形、 破損のおそ

れ 

管の露出等により 変形、

破損のおそれはないか 

 

ポ ン プ の固定が十分行

われているか 

 

6. かさ 上げの状況 バルブ の操作な ど の維

持管理を 容易に 行う こ

と ができ るか 

 ポ ン プ の取り 外し が可

能か 

 

ポ ン プ の位置や配管が

レ ベ ルス イ ッ チ の稼働

を 妨げる お そ れはな い

か 

 

7. 浄化槽本体の上

部及びその周辺の

状況 

保守点検、 清掃を行いに

く い 場所に設置さ れて

いないか 

 

保守点検、 清掃の支障と

な る も のが置かれて い

ないか 

 14. ブ ロ ワ ーの設

置、 稼働状況 

防振対策がな さ れて い

るか 

 

固定が十分行われて い

るか 

 

コ ン ク リ ート ス ラ ブ が

打たれているか 

 

ア ース はな さ れて いる

か 

 

8. 漏水の有無 漏水が生じ ていないか  

9. 浄化槽本体の水

平の状況 水平が保たれているか 
 漏電のおそれはないか  

保守点検契約 

  有  保守点検業者 

     （                ）  

     登録番号（            ）  

  無 

 

放流先 

  有  （                ）  

 

  無  蒸発散 

10. 接 触 材 等 の 変

形、 破損、 固定の

状況 

嫌気ろ 床槽のろ 材及び

接触ばっ き 槽の接触材

に変形や破損はないか 

 

し っ かり 固定さ れて い

るか 

 

11. ばっ き 装置、 逆

流装置及び汚泥移

送装置の変形、 破

損、 固定及び稼働

の状況 

各装置に変形、 破損はな

いか 

 

し っ かり 固定さ れて い

るか 

 

空気の出方や水流に片

寄り はないか 

 

 



 

 

 

 

第6号様式( 第9条第8号)  

 

既設単独処理浄化槽の転換結果報告書 

 

  申請者 住所 

  申請者 氏名 

  設置場所 

  形式認定番号 

  処理対象人員( 人槽)          人(   人槽)  

  処理方式 

   1 く み取り 処理 

   2 底部各槽穴あけ処理 

   3 内部消毒処理 

   4 撤去処理 

   5 埋め戻し 処理 

 

  以上、 処理方式の項目について適正に処理し 、 確認し たこ と を 報告し ます。  

 

     年  月  日 

 

 

住 所            

浄 化 槽 工 事 業 者 氏 名          印 

登録番号            

 

登録・ 届 知事(   ―  )  第   号 

 

 

 

担当浄化槽設備士 氏 名          印 

交付番号  第   号 



 

 

 

 

第8号様式( 第11条)  

 

君津市合併処理浄化槽設置事業補助金交付請求書 

 

年  月  日 

 

  君津市長     様 

 

住 所          

申請者 氏 名        印 

電話番号          

 

     年  月  日付け君津市達第   号を も っ て額の確定のあっ た  年度君

津市合併処理浄化槽設置事業補助金を 、 次のと おり 請求し ます。  

 

 

金                円 

 

振込先金融機関 

       農業協同組合 

       銀 行           本 店 

       信 用 金 庫           支 店 

       信 用 組 合 

口 座 種 別 普 通 ・ 当 座 ・ そ の 他 

口 座 番 号 

  

( フ リ ガ ナ)  

口 座 名 義 人 

  

 



【別紙３】 

  君津市合併処理浄化槽設置補助金交付申請用 

 

証 明 願 

 

  年  月  日 

 

 君津市長 石 井 宏 子 様 

 

申請者 住    所 
 

フリガナ 

氏    名                ㊞ 
 

生年月日      年   月   日 
 

電    話 

 

君津市合併処理浄化槽設置事業補助金の交付申請のため必要ですので、本日現在において、

私に市税の滞納が無いことを証明願います。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）本人以外の方が窓口で申請する場合は、委任状が必要になります。 

納付後２週間以内に申請する場合は、領収書等の納付確認できる書類を求める場合があります。 

 

 

第    号 

 

 上記のとおり相違ないことを証明します。 

 

        年    月   日 

千葉県君津市長              印 

市 税 の 納 付 状 況 

滞納（ 有 ・ 無 ） 



委 任 状 

 

 

 

（代理人）住所：                        

      

氏名：                     

      

生年月日：       年    月    日 

 

 

私は、君津市合併処理浄化槽設置事業補助金交付申請にあたり、市税の滞納が無いことを証明するた

めの証明願に関する権限を上記の者に委任します。 

 

 

   年   月   日 

 

 

 

（委任者）住所：                       

      

氏名：                 ㊞ 


